
 
令和８年度 新潟市健康経営推進業務委託 

 受託者選定プロポーザル実施要領 

 
 市民の健康寿命の延伸に向け、働き盛り世代の健康づくりを推進するため、企業等が「健康経営®」に

取り組む体制を構築するにあたり、当該事業を企画・実施するうえで適切な遂行能力を有する受託者を

選定するため、本要領に沿って公募型プロポーザルを実施する。 
 ※「健康経営®」は特定非営利活動法人 健康経営研究会の登録商標です。 
 
１ 業務概要 

（１）業務名称 令和８年度 新潟市健康経営推進業務 
（２）業務内容 別添「令和８年度 新潟市健康経営推進業務委託仕様書（以下「仕様書」という。）」

のとおり 
         ただし、契約前に協議によって、その一部を変更することがある。 
（３）履行場所 新潟市保健衛生部保健所健康増進課が指定する場所 
（４）契約期間 委託契約締結の日から令和９年３月３１日まで 
（５）委託費用 上限額 ４，８７１，５７０円（消費税及び地方消費税を含む） 
 
２ 参加資格 

次に掲げる要件を全て満たしている者とする。 
（１）地方自治法施行令第１６７条の４（一般競争入札参加者の資格）に該当しない者であること。 
（２）新潟市内に本社、支社、支店又は営業所等があり、新潟市入札参加資格者名簿に登録されている 

者。 
（３）新潟市競争入札参加有資格者指名停止等措置要領に基づく指名停止措置等を受けていないこと。 
（４）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）及び会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づ 

く再生又は更生手続開始の申立てがなされていない者であること。 
（５）仕様書に基づく要件に対応できる者であること。 
（６）暴力団（新潟市暴力団排除条例（平成２４年新潟市条例第６１条）第２条第１項第２号に規定す 

る暴力団をいう。）、又は暴力団員（同条第３号に規定する暴力団員をいう。）が経営、運営に関係し 
ている企業等ではないこと。 

（７）共同企業体で参加する場合は、次の要件を満たしていること。なお、共同企業体の構成企業は、

単独または他の共同企業体として、本プロポーザルに参加することができないものとする。 
 ア 共同企業体は３者以内で構成されていること。 
 イ 共同企業体は、自主結成とし、構成企業間で協定を締結していること。 
 ウ 共同企業体は、代表企業を選定し、この代表企業を共同企業体の代表者として本市と契約の締結

が行えること。この場合、代表企業は本市に対して全ての責任を負うものとする。 
 
３ 提案事業者の選定 

  本企画提案は「公募型プロポーザル方式」とし、提案内容、見積金額等による総合評価とする。 
なお、審査は、書類審査とし、選定委員会にて行う。 

 
 
 
 



４ スケジュール 

（１）プロポーザル実施通知    令和８年４月１３日（月） 
（２）質問提出期限        令和８年４月２２日（水）正午必着 
（３）質問回答          令和８年４月２４日（金）（予定） 
（４）参加表明書提出期限     令和８年４月２８日（火）午後５時必着 
（５）提案書提出期限       令和８年５月 ８日（金）正午必着 
（６）選定委員会         令和８年５月１４日（木）（予定） 
（７）審査結果通知        令和８年５月１５日（金）（予定） 
 
５ 参加申請の手続き 

 本プロポーザルに参加を希望する場合は、「プロポーザル参加表明書」（様式１）、「暴力団等の排除に

関する誓約書兼同意書」（様式２）を提出すること（押印不要）。なお、共同事業体においては共同事

業体を組んでいることを証する書面の写しを添付すること。 
（１） 提出期限 

令和８年４月２８日（火）午後５時まで（必着） 
（２） 提出方法 

上記書類を持参又は郵送により提出すること。郵送の場合は、提出期限までに必着とすること。

なお、提出期限までに提出しない者は、本プロポーザルに参加することができないものとする。 
 
６ プロポーザルに係る質問・回答 

  本プロポーザルに係る質問については、「質問書」（様式３）を提出することができる。ただし、電

話による受付は行わない。 
（１）質問書   ：様式３による。質問内容は簡潔に記述すること 
（２）提出期限  ：令和８年４月２２日（水）正午必着 
（３）提出方法  ：E-mail、FAX のいずれか 
（４）回答方法  ：令和８年４月２４日（金）に新潟市ホームページで回答を公開する。 
         
７ 提案書の提出について（見積書を含む） 

（１）提案書   ：別添「提案様式一式」を使用すること。ただし、「委託業務の実施体制」（提案様

式４）については、体系図等任意様式でもかまわない。（代表者印不要） 
（２）提出部数  ：正本１部、副本８部（ただし、「９ 審査基準」のうち、「ワーク・ライフ・バラ 

ンス等を推進する取組」・「健康経営を推進する取組」に関する提出資料及び見積 
書は１部） 

（３）提出期限  ：令和８年５月８日（金）正午必着 
（４）提出方法  ：持参、書留郵便による郵送のいずれか 
（５）提案書提出に係る留意点 
   ※電送による提出は受理しない。 
   ※提出後の追加、及び変更は認めない。 
 
８ 提案書の作成要領（見積書を含む） 

（１）各様式の説明に従い、必要事項を記入すること。 
（２）提案様式以外の書類については受理しない。 
（３）見積書（様式４）には、本業務委託に係る合計金額を記載した上で、内訳書を添付すること。 
（４） 客観的な評価を確保するため、提案様式３～５には社名及びそれを判断できる記述はしないこと。 



９ 審査基準 

評価項目 内 容 配点 

提案内容 

・「健康経営」の推進に係る業務について、効果的・効率的な企画を提案し

ているか 
計６０点 
 

 ① 健康経営推進セミナー（講演会・情報交換会） ２０点 
② 表彰式 １５点 
③ 健康経営事例集・健康関連機器の貸出 １０点 
④ 健康経営認定制度における新規応募・クラスアップに向けた支

援 
１５点 

・魅力的な自由提案があるか １０点 
・すべての提案を勘案し、総合的に優れているか １０点 

実施体制 ・業務の実施体制が充実しているか １０点 
業務実績 ・過去の類似業務の実績が豊富か １０点 
見積金額 ・見積金額が妥当であるか（費用対効果はどうか） １０点 

ワーク・

ライフ・

バランス

等を推進

する取組 

採点基準 確認書類 各１点加点 
次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計

画について、策定義務のない企業等（常時雇用する労働

者の数が１００人以下）が策定し、労働局に提出してい

る。 

計画届の写し 

次世代育成支援対策推進法に基づく認定「くるみん認

定」「トライくるみん認定」「プラチナくるみん認定」を

受けている。 
認定証の写し 

新潟県の「多様で柔軟な働き方・女性活躍実践企業認定」

を受けている。 
認定証の写し 

過去３年間に育児休業を取得した男性従業員が１名以

上いる。 
申請書及び許可書

の写しなど 
役職者（係長相当職以上）に占める女性の割合が３０％

以上である。 
確認できる書類 

女性活躍推進法に基づく認定「えるぼし認定」「プラチ

ナえるぼし認定」を受けている。 
認定証の写し 

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画について、

策定義務のない企業等（常時雇用する労働者の数が１０

０人以下のもの）が策定し、労働局に提出している。 
計画届の写し 

新潟市働きやすい職場づくり推進企業として表彰され

ている（従前のワーク・ライフ・バランス推進事業所と

して表彰された事業所を含む）。 

受賞決定通知又は

表彰状の写し 

健康経営

を推進す

る取組 

新潟市健康経営認定事業所として認定されている。 
（認定区分に応じて加点） 

認定証の写し 
ゴールド：３点 
シルバー：２点 
ブロンズ：１点  

新潟市健康経営優秀事業所として表彰されている。 
（新潟市健康経営認定全国健康保険協会新潟支部特別賞は除く） 

表彰状の写し 
１点加点 

新潟県のにいがた健康経営推進企業に登録している。 登録証の写し １点加点 



１０ 審査結果の通知について 

 各提案者に対して審査結果を文書にて通知する。なお、審査結果の説明については受け付けない。 
 
１１ 契約 

（１）契約方法 
ア 本市は、最優秀提案者と委託契約の締結交渉を行う。 
イ 最優秀提案者との契約締結交渉の結果、合意に至らなかった場合、若しくは、失格事由又は不正

と認められる行為が判明した場合は、順次、次の順位以降の者を繰り上げて、その者と交渉する。 
ウ 締結交渉の結果、合意に至った場合は委託業務契約を締結する。  
エ 契約手続きは、「新潟市契約規則」に定めるところによる。 
オ 本市は、契約締結後においても、受託者が本提案における失格事由又は不正と認められる行為が

判明した場合は、契約を解除することができるものとする。 
（２）提案内容の実現と経費 

提案内容の実現にかかる追加費用や別途費用は、全て受託者の負担で行うこと。 
（３）再委託の禁止 

受託者は、本委託業務の一部又は全部を第三者に再委託することはできない。ただし、あらかじめ

書面により市の承諾を得たときは、この限りではない。なお、再委託をする場合は、できるだけ市

内事業者を活用するよう努めること。 
（４）契約保証金 

「新潟市契約規則」第３４条に定めるところとする。 
（５）契約締結後の留意事項 

契約時における仕様は、仕様書及び提案書に基づき決定するが、本市と最優秀提案者との協議によ

り、必要に応じて追加、変更又は削除を行うことがある。 
 
１２ 提案者の失格 

次のいずれかに該当したものは、失格とする。 
（１）「２ 参加資格」に示す提案者の資格要件を満たさない者 
（２）提案書提出期限に遅れた者 
（３）参加申請書を提出した日から審査委員会において審査が終了するまでの間に審査委員又は事務局

に不正な接触を行ったもの 
（４）提出書類に虚偽の記載をした者又は提案書の作成要領に違反する表現をした者 
 
１３ その他 

（１）提案書等の作成にかかる費用については提案者の負担とする。 
（２）提出された提案書、デザイン等について、提案を行った者に無断で使用はしない。 
（３）提出されたすべての提案書は返却しない。 
 

１４ 各種資料提出先 

新潟市保健衛生部 保健所健康増進課 
〒950-0914 新潟市中央区紫竹山３丁目３－１１ 新潟市総合保健医療センター２階 
FAX：０２５－２４６－５６７１   
E-mail：kenkozoshin@city.niigata.lg.jp  

mailto:kenkozoshin@city.niigata.lg.jp

